
 
 

再 評 価 調 書 

 
調 書 作 成 年 月 日 令和 8 年 7 月 21 日 

事 業 担 当 課 防災砂防課 

事 業 名 松川
まつかわ

火山
か ざ ん

砂防
さ ぼ う

事業 補助・交付金・単独の別 補助 事業主体 宮 城 県 

施 行 地 名 刈田郡
かったぐん

蔵王町
ざおうまち

曲竹
まがたけ

地内 【位置図後掲】 管理主体 宮 城 県 

根 拠 法 令 砂防法第５条 

事

業

の

概

要 

事 業 目 的  

松川は宮城県刈田郡蔵王町に位置し、流域内には多数の人家および蔵王高校、県道、橋梁等の保
全対象が多数存在する。上流域には蔵王火山の火山噴出物が多く堆積しており、洪水時には上流域
からの火山性堆積物が河道を閉塞させ、著しい氾濫被害を生じる可能性がある。 

本事業において、渓流保全工を整備し、流域内の生産土砂の発生抑制を図り、安定した河道の確
保を行うことにより、流域内の保全対象を土砂災害から保全するものである。 

事 業 内 容  

事 業 着 手 時 
（平成 15 年度） 

護岸工 L＝8,530m、床固工 20 基、帯工 21 基 

再 評 価 時 
（令和 8 年度） 

護岸工 L＝8,519m、床固工 22 基、帯工 14 基 

  

 

【事業内容の変更状況とその要因】 

・現地精査結果を踏まえた計画変更（整備施設数の変更） 
 

事 業 費  

 

全体事業費 費用負担内訳 

 
内 用 地 費
及 び 補 償
費 

国 
[ 55 %] 

県 
[ 45 %] 

市町村 
[ － %] 

その他 
[ － %] 

事 業 着 手 時 
（平成 15 年度） 

79.9 
億円 

3.8 
億円 

43.9 
億円 

36.0 
億円 

 
－ 億円 

 
－ 億円 

再 評 価 時 
（令和 8 年度） 

130.2 
億円 

3.8 
億円 

71.6 
億円 

58.6 
億円 

 
－ 億円 

 
－ 億円 

 

※事業費増加度（重点評価実施基準 指標 4） 
＝（再評価時事業費－事業着手時事業費）／事業着手時事業費 
＝（130.2－79.9）／79.9 ＝ 62.9％ 

 

【事業費の変更状況とその要因】 

・社会的要因の変化に伴う増額（物価上昇、消費税率改定等） 
・現場条件の変更に伴う増額（施工時に発生した転石の破砕・運搬処理の増工） 
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事

業

の

概

要 

 

〇事業費増減対照表 
 事業着手時 

（平成 15 年度） 

再評価時 

（令和 8 年度） 

増減 

（平成 15 年度比） 
変更の主な理由 

事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 
事業

費 

本工事費 － 

93.9% 

75.1 

億円 

- 

94.2% 

122.6 

億円 

- 
94.4% 
+47.5 
億円 

 

床固工 
帯工 
護岸工 

20 基 
21 基 

L=8,530m 

75.1 

億円 

22 基 
14 基 

L=8,519m 

122.6 

億円 

+2 基 
▲7 基 
▲11m 

＋47.5 
億円 

(物価変動等)＋33.4 億円増 
(現場条件等)＋14.1 億円増 
・転石破砕数量増 
・土砂搬出先変更による運搬
距離増、処理費追加 
(数量変更) 
現地精査の結果、施設数の見
直し等によるもの 
 

測量及び試験費 一式 

1.3% 

1.0 

億円 

- 

2.9% 

3.8 

億円 

- 
5.6% 
+2.8 
億円 

(物価変動)+0.8 億円増 
(現場条件等)+2.0 億円 
・施設数の見直し等による増 

用地費及び補償費 一式 

4.8% 

3.8 

億円 

- 

2.9% 

3.8 

億円 

- 
0.0% 
0.0

億円 
 

その他工事費等 一式 

0.0% 

0.0 

億円 

- 

0.0% 

0.0 

億円 

- 
0.0% 
0.0 

億円 
 

合計 一式 

100％ 

79.9 

億円 

一式 

100% 

130.2 

億円 

一式 
100％ 
+50.3 
億円 

(物価変動等)+34.2 億円増 
(現場条件等)+16.1 億円増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 の 進 捗 状 況 規則第 24 条第 1 号関係  

〇事業期間 
事業着手時 

（平成 15 年度） 

再評価時 

（令和 8 年度） 

事業採択年度 平成 15 年度 事業採択年度 平成 15 年度 

用地買収着手

年度 
平成 17 年度 

用地買収着手

年度 
平成 17 年度 

工事着手年度 平成 15 年度 工事着手年度 平成 15 年度 

計画変更実施年度 － 計画変更実施年度 令和 3 年度 

完成予定年度 令和 3 年度 完成予定年度 令和 10 年度 

・再評価時の完成予定年度は、令和 3 年度の計画変更時に見直したもの。 

※事業工期延伸度(重点評価実施基準指標 3) 

＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）＝ 26 ／ 19 ＝1.37 

 

〇進捗率 

令和 7 年度までの    

 
事業費 進捗率 内用地費 進捗率 

106.6 億円 81.9％ 3.75 億円 98.7％ 

※事業工程乖離度(重点評価基準指標 2） 

＝（累加投資事業費／現全体事業費）－（累加年単純割額／現全体事業費） 

＝（ 106.6 ／ 130.2 ）－（ 115.2 ／ 130.2） 

＝（ 81.9 ）％－（ 88.5 ）％＝ ▲6.6％ 
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【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】 

・令和 7 年度まで、床固工 19/22 基、帯工 12/14 基、護岸工 7,164/8,519ｍの整備が完了してい
る。 

・河道掘削土砂内の転石等（φ500 以上）ついて、当初の想定を上回る量が確認されたため、転石
破砕数量が増加し、掘削土砂の搬出作業に不測の日数を要したことから、令和 3 年度の計画変更
の際に、令和 10 年まで工期を延伸した。現在は、工事の分割発注などで工事進捗を図っており、
順調である。 

 

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】 
・令和 10 年度までに、用地 2 箇所取得、床固工 3 基、帯工 2 基、サイフォン 2 基、護岸工 1,355m
を整備予定である。 

 
 
 

施 設 管 理 の 予 定 ・ 管 理 状 況  

・整備後は、宮城県が管理することになり、造物の点検や渓流保全工内の除石管理を実施する予定
である。 

・近年の実績に基づき、概ね 6～7 百万円/程度を見込んでいる。 
 
 
 
 

事

業

の

必

要

性 

上 位 計 画 等  

・蔵王山火山噴火緊急減災対策砂防計画（平成 27 年 5 月） 

・宮城県蔵王山噴火対策砂防計画（平成 28 年 12 月） 

・宮城県土木・建築行政推進計画（2021-2030）アクションプラン（中期）(令和 7 年 3 月策定) 

事 業 を 巡 る 社 会 経 済 情 勢 等 規則第 24 条 2 号関係  

○社会経済情勢 

1) 社会背景 

松川本川河床には、流域から流出・堆積した土砂礫（蔵王火山噴出物）が広く存在しており、
洪水出水により河床の洗掘や河岸の浸食等の災害を毎年のように受けてきたことから、保全対
象となる沿岸の遠刈田温泉街、蔵王苑等の別荘地を土砂氾濫から保全するため、昭和 52 年度よ
り渓流保全工が計画及び施工されている。 
本計画区間（小妻坂～曲竹地内）は、上述区間の下流域に位置しており、遠刈田発電所、養

魚施設、灌漑用水施設、砕石プラント、民家が点在し、最下流区間の松川大橋付近は民家が密
集する連担区域となっている。従って、上流の渓流保全工計画に引き続き、未整備となってい
る本区間の渓流保全工を早期に整備し、災害を未然に防ぎ民生の安定を図る。 

 

2) 過去の土砂災害実績 

・平成元年 8 月の豪雨では土砂流により、松川下流左岸で無堤部浸水が発生し、県道蔵王大河原

線が流失、堤内人家の浸水被害等が発生している。 

 

3) 土砂災害発生時の主な影響 

・土石流により県道等が通行止めとなる等、交通途絶に伴う周辺地域を含めた波及被害が発生す

る。また、学校等の公共施設や集落が冠水するなど、社会経済状況に大きな影響を及ぼす。 

 

○地元情勢、地元の意見 

・松川流域では、平成 28 年 12 月に策定された「宮城県蔵王山噴火対策砂防計画」のなかで、蔵

王山の噴火に伴い流下する融雪型火山泥流※による氾濫被害の発生が懸念されている。 

・本事業の推進により氾濫被害の低減が見込まれるため、地元関係者の事業完成に対する関心は

高い。 

※融雪型火山泥流：火山活動によって火山を覆う雪や氷が溶かされることで発生し、火山噴出物 

と水が混合して地表を流れる現象のこと  
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事

業

の

有

効

性 

事 業 効 果  

○効果の発現状況 

・平成 15 年度の着工より、全 5 工区の床固工・帯工・護岸工整備が随時進められており、渓岸・
河床の侵食に伴う不安定土砂の発生が抑制されている。また、土砂流の安全な流下が図られて
いる。 

 

○想定される事業効果 

・事業完了により、1/50 の豪雨発生時の土砂災害から保全される。 
・被害の軽減により、交通途絶等の被害抑制に寄与するなど、交通インフラやライフライン確 

保の効果は大きい。 
 

※保全対象 

 人家：381 戸 

 道路：主要地方道 5.0 ㎞、市町村道 13.3 ㎞、橋梁 6 橋 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事

業

の

効

率

性 

関連事業の概要・進捗状況等  

・なし 

 

代替 案との比較 検討 規則第 24 条第 3 号関係  

・現時点において、全 5 工区の床固工、帯工、護岸工の大部分が既に完成している。残事業は、床

固工 3/22 基、帯工 2/14 基、護岸工 1,355/8,519ｍ及びサイフォン 0/2 基となっており、完成ま

で間近であることや、大部分の完成により土砂発生の抑制等の効果も発現しているという観点

から、代替案はない。 

 

 

 

 

 

コ ス ト 縮 減 計 画 規則第 24 条第 4 号関係  

・「公募型堆積土砂採取制度」により、建設発生の運搬・処理について民間事業者の参入を進めた

ことで、建設発生土の運搬及び処分に係る費用約 157 百万円のコスト縮減を行った。 

・今後も引き続き、同制度を活用するなどし、コスト縮減を図っていく。 
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事

業

の

効

率

性 

費 用 対 効 果 規則第 24 条第 5 号関係  

根拠マニュアル：治水経済調査マニュアル(案) 

（令和 7 年 7 月 国土交通省水管理・国土保全局） 

土石流対策事業の費用便益分析マニュアル 

（令和 8 年 2 月 国土交通省水管理・国土保全局砂防部） 

社会的割引率：4％ 

便益算定期間:事業開始～事業完了+ 50 年後 

区分 
再評価時 

基準年（令和 8 年度） 
全体事業 残事業 

費
用
項
目 

事業費 13,020 百万円 2,357 百万円 

維持管理費 335 百万円 335 百万円 

費用の合計 13,355 百万円 2,692 百万円 

総費用（C） 21,472 百万円 2,453 百万円 

便
益 

便益の合計 73,897 百万円 11,801 百万円 

総便益（B） 39,665 百万円 5,179 百万円 

費用便益比（B/C） 1.85 2.11 

※表示桁数の関係で計算値が一致しないことがある。 

※費用項目については、消費税を控除した金額である。 

※着手時の評価基準と現在の基準は異なり、比較が困難なため、事業着手時の費用

便益比の記載を省略。 

 
【事業効果算出方法】 

・砂防施設の整備及び維持管理に要する総費用と、砂防施設整備によってもたらされる総便益（被

害軽減）を、社会的割引率及びデフレーターを用いて現在価値化して比較する。 

 
現在価値化 ：費用便益分析では、便益や費用を現在の価値として統一的に評価するために、将来または

過去における金銭の価値を現在の価値に換算する必要がある。 

社会的割引率：費用便益分析において、将来の便益や費用を現在の価値として統一的に評価（現在価値化）

する際に割り引くための比率である。国土交通省所管公共事業の費用便益分析で適用され

る社会的割引率は全て 4％とされており、4％と設定している。 

デフレーター：名目価格から実質価格を算出するために用いられる価格指数。 

【事業の費用（C）】 

(1) 事業費・維持管理費はデフレーターによる補正及び社会的割引率 4%を用いて現在価値化し、

費用を算定する。 

(2) 維持管理費は 6.7 百万円/年とし（近年実績）、評価対象期間内（施設の完成後 50 年間）での

維持管理費を対象としている。 

費用の合計  13,355 百万円 → 総費用（現在価値化） 21,472 百万円（全体事業） 

                2,692 百万円 → 総費用（現在価値化）  2,453 百万円（残事業）  

費用便益比算定条件

基準年次：令和 8 年度 
完成年次：令和 10 年度 
評価対象期間：施設完成後 50 年間 
社会的割引率：4％ 

便益の算定 
被害防止便益 

費用の算定 
事業費
維持管理費

(実績値 6.7 百万円/年)

便益の現在価値 費用の現在価値 
(C) 

費用便益比 
（B/C） 

現在価値化 社
会
的
割
引
率 

デフレーター 

(B) 
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【事業の便益（B）】 

(1) 事業の便益（効果）は、火山対策事業によって軽減される被害額(=被害防止効果)を算出する｡ 

(2) 松川火山砂防事業で想定する現象は、大量に堆積した火山噴出物が豪雨発生時に土石流、土

砂流として下流に流下することによる被害を想定している。目標整備水準に対する妥当性に

対する経済的な評価を行うため、対象とする土石流、土砂流の規模をその生起確率から設定

する。 

(3) 計画規模を含むいくつかの確率年を設定し、砂防施設の整備によって防止し得る被害額を便

益とする｡このとき被害額は一般資産、農作物、公共土木施設等、農地・農業用施設に区分し

て算出する｡ 

(4) 確率年別に求めた被害額に流量規模に応じた土石流の生起確率を乗じて求めた確率年別年平

均被害額を累計し年平均被害軽減期待額を算定する。年平均被害軽減期待額は、整備期間中

は事業費に応じて補正している。 

便益算定項目 

 
 便益の合計 73,897 百万円 → 総便益（現在価値化） 39,665 百万円（全体事業） 

     11,801 百万円 → 総便益（現在価値化） 5,179 百万円（残事業） 
 

年平均被害軽減期待額 ：防災設備の整備により、防災設備が完成した場合、年間あたりどの程度の被害

を減らすことができるかの見込みを金額換算したもの 

生起確率       ：ある事象がどれくらいの確率で発生するかを示す指標。松川火山砂防事業では、

土石流対策事業の費用便益分析マニュアルに基づき、1/50（計画規模）、1/20、

1/10 としている 

 

○年平均被害軽減期待額（単位：百万円） 

（後掲参考資料 4、費用対効果分析算定結果参照） 

 

年平均被害軽減期待額 1,246 百万円（全体事業） 

 

 

 

年平均被害軽減期待額 229 百万円（残事業） 

 
 

 

区分 概要 算定方法
家屋
家庭用品
事業所

農作物 各農作物資産額×堆積深に応じた被害率

公共土木施設等
公共土木（道路・橋梁等）
交易事業施設等

施設ごとの単価×被害率

営業停止損失
応急対策費用
精神的被害

一般資産

間接被害

各資産額×堆積深に応じた被害率

被害軽減額 区間確率 区間平均被害額 年平均被害額
（百万円） （百万円） （百万円）

0.100 5,888
0.050 8,178 0.050 7,033 352
0.020 51,413 0.030 29,796 894

1,246

降雨規模 超過確率

1/10年
1/20年
1/50年
年平均便益

被害軽減額 区間確率 区間平均被害額 年平均被害額
（百万円） （百万円） （百万円）

0.100 1,082
0.050 1,502 0.050 1,292 65
0.020 9,443 0.030 5,473 164

229

降雨規模 超過確率

1/10年
1/20年
1/50年
年平均便益

6



 
 

環
境
へ
の
影
響
と
対
策 

地 域 指 定 状 況 等  

・なし 

 

影 響 と 対 策  

・環境や景観に配慮し、現地発生材の玉石を最大限に使用した石張工を計画・施工している。 

なお、既に施工した箇所では、経年変化により周囲の自然環境とよく調和している。 

・現地に生息する川魚に配慮し、床固工には魚道を整備している。 

総
合
評
価 

対 応 方 針 （ 案 ）  

 

 事業継続 
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事

業

表 

 

 
 

 
 

～H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
１－１ 3 床固工 （基） 1.0

帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 531.0 481.1
用地 (式)

１－２ 1 床固工 （基） 2.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 920.5
用地 (式)

２－１ 6 床固工 （基） 1.0 1.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 90.1 106.0 111.4 215.9 322.0
用地 (式)

２－２ 4 床固工 （基） 1.0 1.0 1.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 574.8 178.6
用地 (式)

２－３ 5 床固工 （基） 1.0 1.0 1.0
帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 466.5 438.4 221.6
用地 (式) 1.0

３ 9 床固工 （基）
帯工 （基）
護岸工 （m）
用地 (式)

４－１ 2 床固工 （基） 3.0
帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 413.3
用地 (式)

４－２ 7 床固工 （基）
帯工 （基）
護岸工 （m）
用地 (式) 1.0

５－１ 9 床固工 （基）
帯工 （基）
護岸工 （m）
用地 (式)

５－２ 11 床固工 （基）
帯工 （基）
護岸工 （m）
用地 (式)

５－３ 8 床固工 （基）
帯工 （基）
護岸工 （m）
橋梁 （橋）
用地 (式)
床固工 （基） 5.0 2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
帯工 （基） 3.0 3.0 0.0 1.0 1.0 2.0 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
護岸工 （m） 944.3 1,401.6 0.0 574.8 0.0 645.1 438.4 311.7 106.0 111.4 215.9 322.0 0.0 0.0
用地 (式) 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

単位
実施年度ごとの施工数量

工区
優先
順位

工種

合計

5

1

2

3

4

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
１－１ 3 床固工 （基） 1.0

帯工 （基） 1.0 3.0
護岸工 （m） 481.1
用地 (式) 1.0 1.0

１－２ 1 床固工 （基） 0.0
帯工 （基） 1.0
護岸工 （m） 920.5
用地 (式) 1.0

２－１ 6 床固工 （基） 2.0
帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 845.4
用地 (式) 1.0

２－２ 4 床固工 （基） 3.0
帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 753.4
用地 (式) 1.0

２－３ 5 床固工 （基） 3.0
帯工 （基） 2.0
護岸工 （m） 1,126.5
用地 (式) 1.0

３ 9 床固工 （基） 3.0 3.0
帯工 （基） 0.0
護岸工 （m） 281.2 453.3 238.3 972.8
用地 (式) 1.0 1.0

４－１ 2 床固工 （基） 0.0
帯工 （基） 0.0
護岸工 （m） 0.0
用地 (式) 1.0

４－２ 7 床固工 （基） 1.0 1.0 2.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 89.1 198.7 296.2 187.6 771.6
用地 (式) 1.0 1.0 1.0 1.0

５－１ 9 床固工 （基） 1.0 1.0 1.0 1.0 4.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 277.8 278 113.4 214 213.7 1,096.9
用地 (式) 1.0 1.0 1.0

５－２ 11 床固工 （基） 2.0 1.0 3.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 769.5 232.5 1,002.0
用地 (式) 1.0

５－３ 8 床固工 （基） 1.0 1.0
帯工 （基） 1.0 1.0
護岸工 （m） 311.9 236.1 548.0
橋梁 （橋） 1.0 1.0
用地 (式) 1.0 1.0 1.0

床固工 （基） 1.0 1.0 3.0 3.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 22.0
帯工 （基） 0.0 0.0 0.0 2.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 14.0
護岸工 （m） 0.0 0.0 0.0 277.8 1,448.5 0.0 198.7 296.2 187.6 627.1 903.4 452.0 0.0 8,518.2
用地 (式) 1.0 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 1.0

工区
優先
順位

工種 単位
実施年度ごとの施工数量

計
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合計

1

2

3

4

サイフォン部

サイフォン部
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＜位置図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜氾濫区域図（確率年 1/50）＞ 
 

 
 
 
 

 

松川火山砂防

事業 

位置図 
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事業名 松川火山砂防事業 施工地名 蔵王町

事業概要図

（参考資料1）

概略平面図

標準断面図

流量配分図

区間③

区間②

区間①
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事業名 松川火山砂防事業 施工地名 蔵王町

（参考資料2）

事業施工状況等

現況写真
（一部整備済）

被災状況

5-3工区

被災状況写真（平成元年8月）

3工区
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事業名 松川火山砂防事業 施工地名 蔵王町

横断面図

（参考資料3）

短期的事業計画調書

今後10年間の整備方針及び事業計画
・1-1工区：帯工1基、サイフォン（用地買収も含む）
・3工区：床固工3基、護岸工L=691.6m
・5-1工区：帯工1基、サイフォン、護岸工L=427.7m（用地買収も含む)
・5-3工区：護岸工L=236.1m
上記の工事を実施し、当該事業の完成を目指す。

当面の整備区間を示した図面

概略平面図

床固工3基

護岸工L＝691.6m

帯工1基

サイフォン

護岸工L＝427.7m

護岸工L＝236.1m

帯工1基

サイフォン
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（参考資料4）

費用対効果分析算定結果

総便益（現在価値化）

総費用（現在価値化）

便益

費用

便益（百万円）

■Ｂ／Ｃ算出結果表　【土石流】
　土石流対策事業費用対効果の計算

便益総和:　　　Ｂ= 39,665 (百万円)
費　用:　　  　Ｃ= 21,472 （百万円）
　　　　Ｂ/Ｃ　= 1.85

１）年平均便益算出表 費用の内訳
被害軽減額 区間確率 区間平均被害額 年平均被害額 百万円
（百万円） （百万円） （百万円） 堰堤工事費 0

0.100 5,888 渓流保全工工事費 12,209
0.050 8,178 0.050 7,033 352 用地費 380
0.020 51,413 0.030 29,796 894 計 12,589

1,246

２）便益および費用の総和算出結果 事業投資年数 26 着手時 完了時
51% 100%

　割引率＝ 4 %

計①+②
費用 現在価値 費用 現在価値 現在価値 便益 現在価値

(百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）
2003 -23 431 1,496 1,496 0 0 0
2004 -22 156 522 522 41 98 98
2005 -21 218 695 695 56 128 128
2006 -20 229 694 694 77 169 169
2007 -19 259 747 747 99 208 208
2008 -18 309 832 832 124 251 251
2009 -17 306 811 811 153 299 299
2010 -16 223 569 569 183 342 342
2011 -15 148 358 358 204 367 367
2012 -14 149 346 346 218 378 378
2013 -13 383 835 835 232 387 387
2014 -12 117 236 236 269 431 431
2015 -11 106 203 203 280 431 431
2016 -10 615 1,122 1,122 290 430 430
2017 -9 511 876 876 349 497 497
2018 -8 851 1,357 1,357 398 545 545
2019 -7 1,426 2,138 2,138 480 631 631
2020 -6 1,564 2,251 2,251 616 779 779
2021 -5 0 0 0 766 931 931
2022 -4 532 650 650 766 896 896
2023 -3 532 599 599 816 918 918
2024 -2 532 575 575 867 938 938
2025 -1 1,064 1,107 1,107 918 955 955

評価基準年 2026 0 1,526 1,526 1,526 1,020 1,020 1,020
2027 1 681 655 655 1,166 1,121 1,121

事業完了 2028 2 150 139 139 1,231 1,138 1,138
2029 3 6.7 6 6 1,246 1,107 1,107
2030 4 6.7 6 6 1,246 1,065 1,065
2031 5 6.7 6 6 1,246 1,024 1,024
2032 6 6.7 5 5 1,246 984 984
2033 7 6.7 5 5 1,246 947 947
2034 8 6.7 5 5 1,246 910 910
2035 9 6.7 5 5 1,246 875 875
2036 10 6.7 5 5 1,246 841 841
2037 11 6.7 4 4 1,246 809 809
2038 12 6.7 4 4 1,246 778 778
2039 13 6.7 4 4 1,246 748 748
2040 14 6.7 4 4 1,246 719 719
2041 15 6.7 4 4 1,246 692 692
2042 16 6.7 4 4 1,246 665 665
2043 17 6.7 3 3 1,246 639 639
2044 18 6.7 3 3 1,246 615 615
2045 19 6.7 3 3 1,246 591 591
2046 20 6.7 3 3 1,246 568 568
2047 21 6.7 3 3 1,246 547 547
2048 22 6.7 3 3 1,246 526 526
2049 23 6.7 3 3 1,246 505 505
2050 24 6.7 3 3 1,246 486 486
2051 25 6.7 3 3 1,246 467 467
2052 26 6.7 2 2 1,246 449 449
2053 27 6.7 2 2 1,246 432 432
2054 28 6.7 2 2 1,246 415 415
2055 29 6.7 2 2 1,246 399 399
2056 30 6.7 2 2 1,246 384 384
2057 31 6.7 2 2 1,246 369 369
2058 32 6.7 2 2 1,246 355 355
2059 33 6.7 2 2 1,246 341 341
2060 34 6.7 2 2 1,246 328 328
2061 35 6.7 2 2 1,246 316 316
2062 36 6.7 2 2 1,246 303 303
2063 37 6.7 2 2 1,246 292 292
2064 38 6.7 2 2 1,246 281 281
2065 39 6.7 1 1 1,246 270 270
2066 40 6.7 1 1 1,246 259 259
2067 41 6.7 1 1 1,246 249 249
2068 42 6.7 1 1 1,246 240 240
2069 43 6.7 1 1 1,246 231 231
2070 44 6.7 1 1 1,246 222 222
2071 45 6.7 1 1 1,246 213 213
2072 46 6.7 1 1 1,246 205 205
2073 47 6.7 1 1 1,246 197 197
2074 48 6.7 1 1 1,246 190 190
2075 49 6.7 1 1 1,246 182 182
2076 50 6.7 1 1 1,246 175 175
2077 51 6.7 1 1 1,246 169 169

評価対象終了 2078 52 6.7 1 1 1,246 162 162
合計 13,020 21,338 335 133 21,472 73,897 39,026 639 39,665

都道府県名 04宮城県
箇所名 松川

降雨規模 超過確率

1/10年
1/20年
1/50年
年平均便益

土砂整備率（％）

年度 経過年数

費用（C） 便益（ｂ）
建設費① 維持管理費② 便益① 残存価値② 計①+②
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（参考資料4）

費用対効果分析算定結果（残事業）

総便益（現在価値化）

総費用（現在価値化）

便益

費用

便益（百万円）

■Ｂ／Ｃ算出結果表　【土石流】
　土石流対策事業費用対効果の計算

便益総和:　　　Ｂ= 5,179 (百万円)
費　用:　　  　Ｃ= 2,453 （百万円）
　　　　Ｂ/Ｃ　= 2.11

１）年平均便益算出表 費用の内訳
被害軽減額 区間確率 区間平均被害額 年平均被害額 百万円
（百万円） （百万円） （百万円） 堰堤工事費 0

0.100 1,082 渓流保全工工事費 2357
0.050 1,502 0.050 1,292 65 用地費 0
0.020 9,443 0.030 5,473 164 計 2357

229

２）便益および費用の総和算出結果 事業投資年数 3 着手時 完了時
91% 100%

　割引率＝ 4 %

計①+②
費用 現在価値 費用 現在価値 現在価値 便益 現在価値

(百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）
2024 -2 0 0 0 0 0 0
2025 -1 0 0 0 0 0 0

評価基準年 2026 0 1,526 1,526 1,526 0 0 0
2027 1 681 655 655 148 142 142

事業完了 2028 2 150 139 0 139 214 198 198
2029 3 6.7 6 6 229 203 203
2030 4 6.7 6 6 229 196 196
2031 5 6.7 6 6 229 188 188
2032 6 6.7 5 5 229 181 181
2033 7 6.7 5 5 229 174 174
2034 8 6.7 5 5 229 167 167
2035 9 6.7 5 5 229 161 161
2036 10 6.7 5 5 229 155 155
2037 11 6.7 4 4 229 149 149
2038 12 6.7 4 4 229 143 143
2039 13 6.7 4 4 229 137 137
2040 14 6.7 4 4 229 132 132
2041 15 6.7 4 4 229 127 127
2042 16 6.7 4 4 229 122 122
2043 17 6.7 3 3 229 117 117
2044 18 6.7 3 3 229 113 113
2045 19 6.7 3 3 229 109 109
2046 20 6.7 3 3 229 104 104
2047 21 6.7 3 3 229 100 100
2048 22 6.7 3 3 229 97 97
2049 23 6.7 3 3 229 93 93
2050 24 6.7 3 3 229 89 89
2051 25 6.7 3 3 229 86 86
2052 26 6.7 2 2 229 83 83
2053 27 6.7 2 2 229 79 79
2054 28 6.7 2 2 229 76 76
2055 29 6.7 2 2 229 73 73
2056 30 6.7 2 2 229 71 71
2057 31 6.7 2 2 229 68 68
2058 32 6.7 2 2 229 65 65
2059 33 6.7 2 2 229 63 63
2060 34 6.7 2 2 229 60 60
2061 35 6.7 2 2 229 58 58
2062 36 6.7 2 2 229 56 56
2063 37 6.7 2 2 229 54 54
2064 38 6.7 2 2 229 52 52
2065 39 6.7 1 1 229 50 50
2066 40 6.7 1 1 229 48 48
2067 41 6.7 1 1 229 46 46
2068 42 6.7 1 1 229 44 44
2069 43 6.7 1 1 229 42 42
2070 44 6.7 1 1 229 41 41
2071 45 6.7 1 1 229 39 39
2072 46 6.7 1 1 229 38 38
2073 47 6.7 1 1 229 36 36
2074 48 6.7 1 1 229 35 35
2075 49 6.7 1 1 229 33 33
2076 50 6.7 1 1 229 32 32
2077 51 6.7 1 1 229 31 31

評価対象終了 2078 52 6.7 1 1 229 30 30

合計 2,357 2,319 335 133 2,453 11,801 4,884 295 5,179

都道府県名 04宮城県
箇所名 松川

降雨規模 超過確率

1/10年
1/20年
1/50年
年平均便益

土砂整備率（％）

年度 経過年数 残存価値② 計①+②

費用（C） 便益（ｂ）
建設費① 維持管理費② 便益①
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